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子母発 0720 第１号 

平成 30 年７月 20 日 

 都 道 府 県 

各 指 定 都 市  母子保健主管部（局）長 殿 

  中 核 市 

 

厚生労働省子ども家庭局母子保健課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

母子保健施策を通じた児童虐待防止対策の推進について（通知） 

 

母子保健施策の推進に当たって、平素よりご尽力を賜り感謝申し上げる。 

さて、児童虐待については、児童相談所への児童虐待相談対応件数が年々増

加の一途をたどっており、重篤な児童虐待事件も後を絶たないなど依然として

深刻な社会問題となっている。 

こうした中、本年３月に東京都目黒区で発生した児童虐待事案を受けて、６

月 15 日に「児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議」が開催され、子どもの命

を守ることを何より第一に据え、すべての行政機関が、あらゆる手段を尽くす

よう、緊急に対策を講じることとされたことを受けて、本日、「児童虐待防止対

策の強化に向けた緊急総合対策」（平成 30 年７月 20 日児童虐待防止対策に関す

る関係閣僚会議決定）が公表されたところである。 

 

本緊急対策を受け、別途「養育支援を特に必要とする家庭の把握及び支援の

更なる徹底について」（平成 30 年７月 20 日付厚生労働省子ども家庭局家庭福祉

課長、母子保健課長）及び「要支援児童等（特定妊婦を含む）の情報提供に係

る保健・医療・福祉・教育等の連携の一層の推進について」（平成 30 年７月 20

日付厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課長、母子保健課長）も発出されている

ところであるが、本通知において、改めて、母子保健分野における児童虐待の

発生予防・早期発見のための取組みについて下記のとおり整理した。 

ついては、各地方自治体におかれては、本通知における趣旨及び留意事項等

を十分にご理解のうえ、各取組みを一層推進していただきたい。また、都道府

県においては管内市区町村及び関係機関へ周知いただきたい。 

 

なお、本通知は地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の

規定に基づく技術的助言であることを申し添える。 
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記 

 

１．基本的考え方 

（１）母子保健施策を通じた虐待の発生予防 

 平成 28 年の「児童福祉法等の一部を改正する法律」（平成 28 年法律第 63

号）により改正された児童福祉法において、児童虐待については、子どもの

命が失われる痛ましい事件が後を絶たないなど、深刻な状況が続く中、全て

の児童が健全に育成されるよう、児童虐待について発生予防から自立支援ま

での一連の対策の更なる強化等を図るため、児童福祉法の理念を明確化する

とともに、子育て世代包括支援センター（母子保健法（昭和 40 年法律第 141

号）では「母子健康包括支援センター」。）の法定化、市町村及び児童相談所

の体制の強化、里親委託の推進等の措置を講ずることとされた。 

 特に母子保健施策については、妊娠の届出や乳幼児健康診査等は、市町村

が広く妊産婦等と接触する機会となっており、悩みを抱える妊産婦等を早期

に発見し相談支援につなげるなど、児童虐待の予防や早期発見に資するもの

であることに留意することが、母子保健法上も明確化され（同法第５条第２

項）、母子保健施策と児童虐待防止対策との連携をより一層強化することとさ

れた。 

 

（参考） 

○母子保健法（昭和 40 年法律第 141 号）（抄） 

第五条 国及び地方公共団体は、母性並びに乳児及び幼児の健康の保持及び増

進に努めなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、母性並びに乳児及び幼児の健康の保持及び増進に

関する施策を講ずるに当たつては、当該施策が乳児及び幼児に対する虐待の

予防及び早期発見に資するものであることに留意するとともに、その施策を

通じて、前三条に規定する母子保健の理念が具現されるように配慮しなけれ

ばならない。 
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２．妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援 

（１）母性、乳幼児の健康診査及び母子保健指導の実施 

 母子保健法においては、都道府県及び市町村の役割として、母性等の保持

及び増進のため、妊娠・出産・子育てに関し、相談に応じ、個別的又は集団

的に必要な指導及び助言等を行い、知識の普及に努めることとされている。

また、市町村は妊産婦若しくはその配偶者等に対して、妊娠・出産・子育て

に関し、必要な保健指導等を行うこととされている。これらの実施にあたっ

ては、母子の心身の健康を共に保持増進させることを基本として支援を行う

必要があり、健康診査及び保健指導に当たっては、これを踏まえつつ、対象

者の特徴並びにその家庭及び地域社会の諸条件に留意の上行うよう配慮すべ

きである。 

   また、近年の児童虐待に関する問題の深刻化に伴い、母子保健担当部門は

児童虐待担当部門等と協力のもと、母子保健活動や地域の医療機関等との連

携を通じて、妊産婦及び親子の健康問題、家族の状況に係る問題等に関連し

た虐待発生のハイリスク要因を見逃さないよう努め、こうした要因がある場

合、保健師の家庭訪問等による積極的な支援を実施すること。 

 

（２）子育て世代包括支援センター 

地域のつながりの希薄化等により、妊産婦・母親の孤立感や負担感が高まっ

ている中、児童虐待の発生予防のためには、妊娠期から子育て期まで関係機関

が連携し、切れ目のない支援を実施することが重要となっている。 

このため、妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援を行う「子育て世代

包括支援センター」について、2020 年度末までの全国展開を目指し、同セン

ターを新たに母子保健法上に位置付け、市町村は同センターを設置するよう努

めなければならないとしている。子育て世代包括支援センターは、妊産婦及び

乳幼児等の実情把握、妊娠・出産・子育てに関する各種相談支援、必要な情報

提供・助言・保健指導、支援プランの策定及び関係機関との連絡調整等により

切れ目のない支援を実施していくものとされており、妊娠期から子育て期まで

の切れない支援を実施するにあたっての重要な機関であることから、未設置市

町村においては設置に努められたい。 

（主な通知） 

○児童福祉法等の一部を改正する法律の公布について（平成 28年 6月 3日付厚生労働省雇

用均等・児童家庭局長） 
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（３）妊娠等に関する相談窓口の設置・周知 

これまでに社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する

専門委員会がとりまとめた「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等につい

て（第１次～第 13 次報告）」によると、心中以外の虐待による子どもの死亡事

例については、０歳児の割合が約４割を占めており、妊娠期からの支援は重要

である。特に、予期せぬ妊娠など、悩みを抱える者が相談しやすい体制を整備

するため、妊娠等に関する相談窓口を設置し、そのことを明示して周知を図る

こと。周知にあたっては、子育て世代包括支援センター、女性健康支援センタ

ー等の中心的な相談窓口を決めて周知する方法や、身近な複数の相談窓口を周

知する方法など、地域の実情に応じて周知する相談窓口を決定すること。特に

女性健康支援センターについては、女性の身体的・精神的悩みに対応する窓口

であるが、妊娠に悩む女性に対する専任相談員を配置することができ、予期せ

ぬ妊娠についての重要な相談窓口である。平成 30 年度より、夜間・休日にお

ける対応について、補助額の加算を開始したところでもあり、積極的に活用さ

れたい。 

また、妊娠等に関する相談窓口の周知にあたっては、産科医療機関、薬局、

大学の保健管理センター等の協力を得るなど、地方自治体の担当部門（母子保

健や児童福祉）、関係相談機関及び関係団体等で連携を図られたい。周知にあ

たっては、例えば、広報誌やホームページに妊娠等に関する相談窓口を掲載し

たり、妊娠の届出の受理及び母子健康手帳の交付時や集団指導、健康診査時に

相談窓口が記載されたリーフレット等を配布することなどが考えられる。また、

若年世代がアクセスしやすいツールとしてインターネットやＳＮＳ等を通じ

て情報を発信することも有効である。 

 

（４）各相談窓口での対応 

相談者は、「妊娠を周囲に知られたくない」、「出産する費用がない」、「育児

に自信がない」等といった多岐にわたる悩みを抱えていることを踏まえ、各相

談窓口においては、以下の点に留意しつつ対応すること。 

ア 相談者が匿名を希望した場合であっても相談に十分応じること。 

イ 相談者の悩みに応じて適切な相談機関に相談をつなぐこと。また、助 

産施設や里親制度等、社会的養護又は婦人保護制度による保護・支援制 

度について情報提供を行うなどの対応をすること。 

ウ 関係団体やＮＰＯ法人などが実施している相談事業も必要に応じて活

用し、対応可能な相談機関に確実に相談をつなげることとし、相談者の

出産後に子どもの養育上の問題等が想定される場合には、相談を引き継

いだ機関をはじめ、各関係機関が十分連携を図りながら継続して切れ目
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のない支援を行うこと。 

 

 

 

３．養育支援を必要とする家庭の把握及び支援 

（１）特定妊婦への支援 

予期せぬ妊娠などの特定妊婦の家庭への支援については、市区町村が中心 

となり、妊婦訪問指導や養育支援訪問事業における訪問支援や女性健康支援 

センター等における相談支援などにより、妊娠期から出産後の養育支援が必要

な妊婦を把握し、必要に応じて、要保護児童対策地域協議会（以下「要対協」

という。）において特定妊婦として支援対象に位置づけ、関係機関で情報共有

を行うなど出産後の支援の体制を整えておく必要がある。 

具体的には、予期せぬ妊娠、若年の妊娠、精神疾患、支援者の不在などの 

妊婦に関する情報が重要であり、母子保健部門としては、これらの情報を妊娠

の届出や子育て世代包括支援センターでの面談から得た情報、妊婦健康診査等

を契機に医療機関から提供された情報等を通じて的確に把握する。 

また、把握した情報については、必要に応じ、福祉部門や児童相談所と連携

して、必要な保健指導、保育所などの福祉サービスの提供、乳児院への入所、

里親委託、養子縁組等の社会的養護関連の制度についての情報提供を行うなど、

関係機関が役割分担を行い継続的な支援を行う。 

特に定期的に妊婦健康診査を受けていない妊婦については、特定妊婦になり

得る可能性が高い一方で、市町村のみでは状況を把握できない場合もあること

から、「３．（４）要支援児童等に関する情報提供」に記載の事項にも留意し、

医療機関等と連携の上、積極的な把握、受診勧奨、早期の支援に努められたい。 

 

（主な通知） 

〇妊娠期からの妊娠・出産・子育て等に係る相談体制等の整備について（平成 23 年 7 月

27 日付雇用均等・児童家庭局総務課長、家庭福祉課長、母子保健課長） 

〇「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第９次報告）」を踏まえた対応

について（平成 25 年７月 25 日付厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、母子保健

課長） 

○児童福祉法等の一部を改正する法律の公布について（平成 28年 6月 3日付厚生労働省

雇用均等・児童家庭局長） 

○子育て世代包括支援業務センターガイドライン（平成 29年 8月 1日付厚生労働省子ど

も家庭局母子保健課長） 
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（２）乳幼児健康診査、予防接種を受けていない家庭等への支援 

 乳幼児健康診査、予防接種や新生児訪問は、子どもの健康状態や母親等の育

児の悩み等について確認できる機会であることから、これらの機会を積極的に

活用して、子どもや家庭の状況の把握に努めること。 

また、乳幼児健康診査等を受けていない家庭に対しては、電話、文書、家庭

訪問等により、受診等に結びつけるよう努めること。受診等の勧奨に対し、拒

否する又は反応のない場合等には、市町村の児童福祉担当部門と母子保健担当

部門が連携して、関係機関から情報を集め、安全確認等の必要性について検討

し、必要な場合には、児童の状況の確認に努めること。 

また、児童の状況が確認できない場合や、必要な支援について検討すべきと

思われる場合には、要対協へのケース登録を行うなど、児童相談所や関係機関

と連携して対応すること。なお、保育所等に所属していない乳幼児の場合には、

特に留意し早期に対応する必要がある。 

更に、転入家庭が未受診等である場合には、前居住地の市町村から転居前の

家庭の状況や過去の受診状況等を確認した上で、継続的な支援の必要性を検討

すること。他方、未受診等の家庭が対応中に転居したことを把握した場合には、

転居先の市町村へ情報提供し、継続した支援を依頼すること。 

なお、本通知とは別途、「養育支援を特に必要とする家庭の把握及び支援の

更なる徹底について」（平成 30 年７月 20 日付厚生労働省子ども家庭局家庭福

祉課長、母子保健課長）も発出されているところであり、未受診の家庭等への

対応については万全を期すこと。 

  

（３）育児不安等を抱える保護者への支援 

核家族化、地域のつながりの希薄化等により、地域において妊産婦やその家

族を支える力が弱くなってきており、妊娠・出産・子育てに係る不安や負担が

増えてきている。児童虐待の予防の観点からも、妊婦健康健査や産婦健康診査

の結果、支援が必要と認められる妊産婦に対しては、産前・産後サポート事業

や産後ケア事業などを通じて必要な支援を行うこと。 

また、乳幼児健康診査の場においては、母親の育児不安や親子関係の状況等

の把握に努め、育児不安等の軽減をはかるとともに安心して子育てができるよ

う必要な支援を行うこと。 

 

（４）要支援児童等に関する情報提供 

心中以外の虐待による子どもの死亡事例については、０歳児の割合が約４割

を占めており、この背景としては、母親が妊娠期から一人で悩みを抱えている

ケースや、精神疾患、産前産後の心身の不調、家庭環境の問題などがあると考
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えられている。一方で、妊娠の届出がなく母子健康手帳が未交付である、妊婦

健康診査が未受診であるといった妊婦については、市町村で状況が把握できな

い場合がある。 

  こうした課題に対応するためには、妊婦等自身からの相談を待つだけでな

く、特定妊婦に積極的にアプローチすることが必要であり、その前提として、

そうした妊婦等を把握しやすい機関等からの連絡を受けて、市町村がその状況

を把握し、妊娠期からの必要な支援につなぐことが重要である。 

  そうした中、平成 28 年の「児童福祉法等の一部を改正する法律」により新

しく規定された改正児童福祉法第 21 条の 10 の５において、要支援児童等に日

頃から接する機会が多い、病院、診療所、児童福祉施設及び学校等が、要支援

児童等と思われる者を把握した場合には、当該者の情報を現在地の市町村に提

供するよう努めなければならないこととされており、関係機関からの情報提供

を基に、早い段階から市町村の支援につなげていくことが期待されている。各

地方自治体におかれては、改めて、当該規定の趣旨について認識するとともに

関係機関との情報共有等を密に行い、児童虐待の早期発見、早期対応等に向け

た取組の一層の推進を図ることとする。 

なお、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号。以下「個人情

報保護法」という。）との関係については、別途発出されている「要支援児童等

（特定妊婦を含む）の情報提供に係る保健・医療・福祉・教育等の連携の一層

の推進について」（平成 30 年７月 20 日厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課長、

母子保健課長）おいて示しているとおり、関係機関が要支援児童等に関する知

り得た情報を市町村に提供することは、個人情報保護法第 16 条第３項第１号及

び第 23 条第１項第１号に規定する「法令に基づく場合」に該当し、例外的に、

本人の同意を得ないで情報を提供しても個人情報保護法違反にならないことに

留意されたい。 

 

（参考） 

○児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）（抄） 

第 21 条の 10 の５ 病院、診療所、児童福祉施設、学校その他児童又は妊産婦 

の医療、福祉又は教育に関する機関及び医師、看護師、児童福祉施設の職員、 

学校の教職員その他児童又は妊産婦の医療、福祉又は教育に関連する職務に 

従事する者は、要支援児童等（＊１）と思われる者を把握したときは、当該 

者の情報をその現在地の市町村に提供するよう努めなければならない。 

② 刑法の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、前項の 

規定による情報の提供をすることを妨げるものと解釈してはならない。 
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  （＊１）要保護児童、要支援児童及び特定妊婦の定義 

    【児童福祉法第６条の３第５項及び第８項】 

     ・要保護児童：保護者のない児童又は保護者に監護させることが不

適当であると認められる児童 

     ・要支援児童：保護者の養育を支援することが特に必要と認められ

る児童（要保護児童を除く。） 

     ・特定妊婦：出産後の養育について出産前において支援を行うこと

が特に必要と認められる妊婦 

 

○個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）（抄） 

（利用目的による制限） 

第十六条 個人情報取扱事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、前条の

規定により特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取

り扱ってはならない。 

２ 個人情報取扱事業者は、合併その他の事由により他の個人情報取扱事業者

から事業を承継することに伴って個人情報を取得した場合は、あらかじめ本

人の同意を得ないで、承継前における当該個人情報の利用目的の達成に必要

な範囲を超えて、当該個人情報を取り扱ってはならない。 

３ 前二項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。 

一 法令に基づく場合 

二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人 

の同意を得ることが困難であるとき。 

三 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場 

合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。 

四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める 

事務を遂行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同 

意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

 

（第三者提供の制限） 

第二十三条 個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ

本人の同意を得ないで、個人データを第三者に提供してはならない。 

一 法令に基づく場合 

二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人 

の同意得ることが困難であるとき。 

三 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場 

合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。 
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四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める 

事務を遂行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同 

意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

２～５ （略） 

 

４．関係機関の役割と連携強化 

（１）医療機関（産婦人科、精神科、小児科、歯科等の病院、診療所及び助産

所） 

 養育支援が必要な家庭を発見し、早期からの支援につなげるため、医療機関

（産婦人科、精神科、小児科、歯科等の妊婦や児童、養育者が受診する医療機

関）と積極的に連携し、医療機関から情報提供を受けることが重要である。 

医療機関と連携するに当たっては、医療機関が虐待事案に限らず養育支援が

必要な家庭について幅広く相談支援ができるよう、日頃からの市町村の関係部

門とともに連携体制や関係を構築し、医療機関から一方的に情報提供を受ける

だけでなく、必要な情報の共有を行い、児童の適切な養育環境の確保や養育者

の育児負担の軽減のために必要な支援を協議し、適切な役割分担のもとで協働

することが必要である。 

また、必ずしも全ての医療機関で虐待を疑う事例を数多く経験したり、院内

の虐待対応の体制が整備されているわけではないため、都道府県及び市町村が、

児童虐待防止医療ネットワーク事業等を活用することにより、地域の医療機関

が虐待対応の体制を整え、市町村や児童相談所と連携体制を構築できるように

支援することも必要である。 

そのため、必要に応じ、関係部門等と連携の上、地域の医療機関に対し、児

童虐待が疑われる場合の対応や、要対協の役割、医療機関の参画の意義、特定

（主な通知） 

〇「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第８次報告）」を踏まえた対

応について（平成 24 年７月 26 日付厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、母子

保健課長） 

○児童虐待の防止等のための医療機関との連携強化に関する留意事項について（平成

24 年 11 月 30 日付厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、母子保健課長通知） 

〇養育支援を特に必要とする家庭の把握及び支援の更なる徹底について（平成 30年７

月 20日付厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課長、母子保健課長） 

〇要支援児童等（特定妊婦を含む）の情報提供に係る保健・医療・福祉・教育等の連

携の一層の推進について（平成 30 年７月 20 日付厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課

長、母子保健課長） 
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妊婦への支援の必要性、養育支援訪問事業等の子育て支援等について、情報提

供や研修会の開催などにより周知し、理解が進むよう努めること。 

 

（２）地方自治体 

①市町村母子保健部門等の役割 

妊娠の届出及び母子健康手帳の交付、低体重児の届出、新生児の訪問指導、

乳幼児健康診査などに携わる市町村の母子保健部門は、広く妊産婦、乳幼児

及びその保護者等と接触する機会が多いことから、以下のことに留意して取

り組むこと。 

ア 妊娠の届出及び母子健康手帳の交付時には、保健師や助産師等が妊 

婦の身体的・精神的・経済的状態などの把握に努めるとともに、母子保

健施策以外の経済的問題や里親制度等に関する相談については、ひとり

親担当や生活保護、児童相談所等の適切な窓口等を紹介すること。  

イ 乳幼児健康診査では、疾病、運動機能、視聴覚等の障害、精神発達の

遅滞等障害を持った子どもを早期に発見し、適切な指導を行い、心身障

害の進行を未然に防止するとともに、生活習慣の自立、むし歯の予防、

幼児の栄養及び育児に関する指導を行い、もって子どもの健康の保持及

び増進を図ること。また、家族の育児面での情緒を養い、子どもに対す

る虐待防止等が図られるよう、十分留意した指導を行うこと。 

ウ また、平成 28 年度に母子保健法の一部を改正し、母子保健施策は子

ども虐待の予防や早期発見に資するものであることに留意するよう明

確化された。このため、乳幼児健康診査等の様々な機会・事業を通じて、

特定妊婦及び要支援児童の把握に努め、母子保健施策が児童虐待の予防

や早期発見に資するものであることに留意し、母子保健施策と児童虐待

防止施策との連携により努めること。 

エ 特定妊婦及び要支援児童と判断される場合には、要対協に情報提供 

を行うとともに、その支援方針等について共に協議し、継続的な支援を

行うこと。 

 

特に、子育て世代包括支援センターにおいては、妊産婦及び乳幼児等の実情

を把握すること、妊娠・出産・子育てに関する各種の相談に応じ、必要な情報

提供・助言・保健指導を行うこと、支援プランを策定すること、保健医療又は

福祉の関係機関との連絡調整を行うことが必須の事業とされており、広く妊産

婦、乳幼児及びその保護者等と接触する機会が多いことから、以下のことに留

意して取り組むこと。 

ア 妊娠の届出及び母子健康手帳の交付時には、保健師や助産師等が妊 
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婦の身体的・精神的・経済的状態などの把握に努めるとともに、母子保

健施策以外の経済的問題や里親制度等に関する相談については、ひとり

親担当や生活保護、児童相談所等の適切な窓口等を紹介すること。 

イ 母子健康手帳の交付等の母子保健施策は乳幼児に対する虐待の予防

や早期発見に資するものであることに留意するよう、母子保健法上も明

確化されたことを踏まえ、様々な機会・事業を通じて、特定妊婦及び要

支援児童の把握に努めること。 

ウ 特定妊婦及び要支援児童と判断される場合には、協議会に情報提供を

行うとともに、その支援方針等について協議し、継続的な支援を行うこ

と。 

 

   なお、子育て世代包括支援センターは、母子保健部門と子育て支援部門

が一体的に支援することとしており、これを踏まえた設置の推進を図られた

い。一方で、市区町村子ども家庭総合支援拠点との連携については、それぞ

れに機能・役割等を考慮しつつ、責任の所在や連携部分を明らかにするなど、

適切な連携が進むよう留意いただきたい。 

 

 ②都道府県の役割 

都道府県は、地域における保健・医療・福祉・教育等の連携体制について、

状況を把握し、必要に応じて、市町村に対して助言及び援助を行うこと。ま

た、管内の各関係機関に対して実施に当たっての調整を行い、連携体制の整

備を推進すること。 

   さらに、市町村の取組状況に配慮しつつ、地域連携の好事例を把握して

他の地域や病院、診療所、児童福祉施設及び学校等に周知するなどして、

管内の各関係機関の要支援児童等への対応の水準の向上に努めること。 

 

（３）児童福祉施設（助産施設） 

助産施設は、保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由により、入院

助産を受けることができない妊産婦を入所させて、助産を受けさせることを

目的とする施設であり、妊産婦等の出産前後の健康管理、母乳指導及び新生

児の保健指導等に対応することで、特定妊婦及び要支援児童を把握しやすい

立場にあるため、児童虐待の発生予防において重要な役割を担っていること

から、以下のことに留意して取り組むこと。 

ア 特定妊婦及び要支援児童と判断した場合は、必要な支援につなげるため

に、特定妊婦及び要支援児童が居住する市町村に相談し、情報提供を行う

こと。 
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イ 情報提供の際は、対象となる者に対し、原則として、情報提供の概要及

び特定妊婦、要支援児童が居住する市町村による支援を受けることが、当

該対象者の身体的・精神的負担を軽減し、養育の支援となり得ることを説

明することが必要である。 

ウ なお、説明することが困難な場合においても、特定妊婦及び要支援児童

に必要な支援がつながるよう、特定妊婦及び要支援児童が居住する市町村

への情報提供に努めること。また、当該情報提供は、児童福祉法第 21 条

の 10 の５第１項の規定に基づくものであるため、同規定の趣旨に沿って

行われる限り、刑法の秘密漏示罪や守秘義務に関する法律の規定に抵触す

るものではないことに留意されたい。 

エ 情報提供を適切に行うためには、職員一人ひとりの児童虐待の早期 発

見・早期対応の意識の向上を図るとともに、施設全体の共通認識の下に、

組織的に対応すること。 

オ 市町村をはじめとする関係機関とも密接な連携を図ることが必要であ

り、要対協との関係を深めるなど連携体制の構築に取り組むこと。特に、

具体的な支援策を協議する個別ケース検討会議には、積極的に参加し、関

わりをもつこと。 

 

（参考） 

○児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）（抄） 

第 21 条の 10 の５ 病院、診療所、児童福祉施設、学校その他児童又は妊産婦 

の医療、福祉又は教育に関する機関及び医師、看護師、児童福祉施設の職員、 

学校の教職員その他児童又は妊産婦の医療、福祉又は教育に関連する職務に 

従事する者は、要支援児童等と思われる者を把握したときは、当該 

者の情報をその現在地の市町村に提供するよう努めなければならない。 

② 刑法の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、前項の 

規定による情報の提供をすることを妨げるものと解釈してはならない。 

 

 

（主な通知） 

〇「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第８次報告）」を踏まえた対応に

ついて（平成 24年７月 26 日付厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、母子保健課長） 

〇要支援児童等（特定妊婦を含む）の情報提供に係る保健・医療・福祉・教育等の連携の

一層の推進について（平成 30 年７月 20 日付厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課長、母子

保健課長） 
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５．広報・周知啓発の徹底 

（１）虐待予防に向けた広報・啓発、若年者等に向けた養育や虐待予防に資す

る知識の普及 

「予期せぬ妊娠」、「養育能力の低さ」、「育児への不安」等が養育者に

よる虐待の背景にあることに鑑み、近い将来、親となる者に対しては、健康

教育事業や、両親学級等の集団指導の場等を通じて、自身の健康管理、子ど

もの行動や特徴、子どもとの接し方や育児の仕方を学ぶ機会を設けるほか、

虐待の類型や虐待になりうる行為等、虐待に関する知識を積極的に情報発信

して、虐待防止について考える機会を提供する取組を行うこと。  

思春期前後から年齢段階に応じて男女ともに、妊娠・出産・子育てに関し

ての知識の普及に努めること。特に、健康教育事業については、教育委員会

や学校とも連携の上、若年者に対して、女性の健康に関する知識の普及啓発

をはかること。 

さらに、子育て支援事業等の公的サービスやその活用方法についても併せ

て周知に努めることとし、周囲にいる家族や友人などが育児に悩んでいる場

合には、若年者自身が悩みを抱える家族や友人らを支援機関の支援につなげ

るよう児童虐待問題や支援事業等に関する理解を深めるための取組に努め

ること。  

 

（２）国民運動（健やか親子 21（第２次）） 

   健やか親子 21 は、20 世紀の母子保健の取組の成果を踏まえ、関係者・関

係機関・団体が一体となって母子保健に関する取組を推進する国民運動で

あり、21 世紀の母子保健の主要な取組を提示するビジョンである。当該計

画には３つの基盤課題と２つの重点課題があるところ、地域作りの観点で

「子どもの健やかな成長を見守り育む地域作り」を基盤課題の一つに設け、

児童虐待防止対策については、すべての子どもが健やかに成長できるよう

な社会を構築するという観点から重点課題の１つとされている。 

親が安心して子どもを産み育て、子どもが健やかに育つ社会を築くために、

地域や学校・企業等が協調しながらネットワークを作り、親子を温かく見守

り支える機運を社会全体で高めていくこと必要である。 

 

以上のように、①思春期前後からの知識の普及・啓発に取り組むこと、②

妊娠届出や母子健康手帳の交付時などに妊婦の状況を把握することにより、

妊娠期から関わり必要な支援を行うこと、③早期発見・早期対応には、新生

児訪問等の母子保健事業と関係機関の連携強化が必要であること、④子ども

の保護・支援、保護者支援の取組が重要である。特に、早期発見・早期対応
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のためには、妊娠期から保健分野と医療分野、福祉分野とで連携して取り組

むことで、より実効性のあるものとすることができると考えられる。 

 

（主な通知） 

〇「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第８次報告）」を踏まえた対応

について（平成 24 年７月 26 日付厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、母子保健

課長） 

〇「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第９次報告）」を踏まえた対応

について（平成 25 年７月 25 日付厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、母子保健

課長） 

○「「健やか 21（第２次）」について 検討会報告書」の送付、及びこれを踏まえた取組

の推進について（平成 26年 5月 13 日付厚生労働省雇用均等・児童家庭局長） 
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子母発 0801 第１号 

令和元年８月１日 

 

  都 道 府 県 
  保健所設置市 
  特 別 区      

 

                            厚生労働省子ども家庭局母子保健課長 

（ 公 印 省 略 ） 
 
 

乳幼児健康診査未受診者等に対する取組事例等の周知について 
 
 

母子保健行政の推進につきましては、かねてより格段のご配意を賜り、深く御

礼申し上げます。 

妊娠の届出や乳幼児健康診査等の母子保健施策は、市町村が広く妊産婦等と

接する機会となっており、悩みを抱える妊産婦等を早期に発見し相談支援に繋

げることはもとより、児童虐待の予防や早期発見に資するという観点からも、重

要な役割を担っています。 

また、令和元年６月 26 日には「児童虐待防止対策の強化を図るための児童福

祉法等の一部を改正する法律」が公布されるなど、児童虐待等への対応の充実が

求められています。 

つきましては、児童虐待防止に資する乳幼児健康診査の取組に関して、平成 30

年７月 20 日付け子母発 0720 第１号「母子保健施策を通じた児童虐待防止対策

の推進について」の３（２）及び（３）で既にお示ししているところですが、今

般、別添のとおり、当省で行ってきた調査研究等や各自治体における取組事例等

をとりまとめましたので、各市町村におかれましては、ご参照の上、ご活用いた

だきますようお願いいたします。 

各都道府県におかれましては、御了知いただくとともに、貴管内市町村に対し

て周知いただきますよう、よろしくお願いいたします。 

また、各自治体における先進的な取組事例の収集や、支援体制の構築状況など

を随時フォローアップしますので、ご承知おきいただきますようお願い申し上

げます。 

 なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の

規定に基づく技術的助言であることを申し添えます。 

各  母子保健主管部（局）長 殿 
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乳幼児健康診査未受診者等に対する取組事例等 

 

 

第１ 調査研究等を踏まえた取組のポイント 

 

乳幼児健康診査の未受診者（以下「未受診者」という。）、及び、受診後に

経過観察、精密健康診査、処置又は医療等が必要な者（以下「支援対象者」

という。）を系統立てて把握し、支援する体制を構築する。 

 

１．未受診者への対応 

 

① 対応方針の策定 

○ 未受診者に対する受診勧奨の期限、間隔、手法を事前に定め、把握期

限を設定する。 

○ その際、子どもに会えない、家庭訪問ができないなど、情報を把握で

きない場合を想定した対応方針や、要保護児童対策地域協議会に情報

を提供するタイミング、期限を含め、事前に対応方針を決めておく。 

※ 医療機関委託健診の場合、情報を把握するまでに時間を要する場

合があるため、事前に方針を共有し、対応を講じる。 

 

 ② 対応の際の注意事項 

○ 子育て世代包括支援センターなどにおいて、妊娠の届出等の機会を通

じて得た情報や、医療機関からの連絡票等を活用し、面接や電話等によ

り定期的に連絡をとることで、身体的・精神的状態、生活習慣、生活環

境、家庭の養育力、その他困りごと等を継続的に把握し、早急に家庭訪

問を行う。 

○ 保健師若しくは関係機関が目視により、子どもの状況を確認する。 

※ 保護者への電話による聞き取りや、親戚や近隣住民からの情報提供

ではなく、関係機関が期限を定め確実に目視を行い、把握した状況か

ら、支援の必要性を検討し、支援につなげる。 

 

③ 保護者の状況確認 

○ 家庭訪問等により、育児状況等の把握や、保護者の状況を確認し、福

祉分野も含めた適切な支援につなげる。 

 

④ 他機関との情報共有 

○ 予防接種を実施しているかかりつけ医や、未受診児やそのきょうだい

が所属する保育所や幼稚園など、既に関わっている関係機関との積極的

な情報共有を行う。また、福祉分野の関係機関や、要保護児童対策地域

協議会にも情報共有を行う。 

別添 
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２．支援対象者への対応 

 

 ① 対応方針の策定 

○ 支援対象者に対する適切なフォローアップに向けた方針を作成する。 

○ その際、フォローアップの間隔、手法、支援が受け入れられない場合

の対応を含め、事前に対応方針を決めておく。 

※ 未受診者への対応と同様、子どもに会えないなど、情報を把握でき

ない場合を想定した対応方針や、要保護児童対策地域協議会に情報を

提供するタイミングや期限を含め、作成する。 

 

② 支援対象者の選定 

○ 乳幼児健康診査後のカンファレンス等において、多職種が参加して、

支援対象者を選定する。 

○ 選定に際しては、医学的な所見による支援の必要性のほか、子育て支

援の必要性も踏まえて検討を行う。 

○ 気になる状況にあるケースは、期限を決めて再アセスメントし、支援

の必要性について判定する。 

※ 医療機関委託健診の場合は、医療機関からの判定結果や、自治体が

それまでに把握している情報に基づいて判定する。 

 

③ 支援対象者の把握とフォローアップ（１．②も参照のこと） 

○ 支援対象者には、状況の確認や把握をしつつ、必要な支援を実施す

る。 

○ 支援を拒否する場合や、支援の利用に同意が得られない場合には、

「全ての親子に必要な支援が行き届くことを保障する」という標準的な

保健指導の考え方に基づいて、丁寧なフォローアップと相手の状況に合

わせた支援への促しが必要。 

○ 保健師若しくは関係機関が目視により、子どもの状況を確認する。 

※ 保護者への電話による聞き取りや、親戚や近隣住民からの情報提供

ではなく、関係機関が期限を定め確実に目視を行い、把握した状況か

ら、支援の必要性を検討し、支援につなげる。 

 

３．フォローアップ管理者の配置 

 

○ 未受診者や支援対象者の状況を、適切な時期に漏れなく把握するため

に、個別の担当者の他にフォローアップの状況を管理する者を置き、進

捗状況を管理するとともに、支援の方法についても随時見直しを行う。 

○ フォローアップ管理者や個別の担当者は要保護児童対策地域協議会も

活用し、関係機関と支援方針の確認や連携を図る。 
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【参考となる調査研究等】 

○ 平成 26 年度厚生労働科学研究費補助金「標準的な乳幼児期の健康診査と

保健指導に関する手引き」（抜粋） 

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11900000-

Koyoukintoujidoukateikyoku/tebiki.pdf 

○ 平成 29 年度子ども・子育て支援推進調査研究事業「乳幼児健康診査事業

実践ガイド」（抜粋） 

http://www.ncchd.go.jp/center/activity/kokoro_jigyo/guide.pdf 
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第２ 自治体における取組事例 

 

以下に記載する大阪府及び青森県の取組事例の概要については、厚生労働

科学研究の中でも紹介されている自治体であり、各自治体におかれては、積

極的に参考にされたい。 

事例の詳細については、記載の URL へアクセスいただき、ご確認いただき

ますようお願いいたします。 

 

１．大阪府の取組事例 

「大阪府における乳幼児健康診査未受診児対応ガイドライン：平成 26 年 11

月」（抜粋） 

http://www.pref.osaka.lg.jp/kenkozukuri/boshi/mijyusinji_guideline.html 

 

【乳幼児健康診査未受診児対応について（フロー図）】 
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○フロー図の概要 

 

・ 住民基本台帳に記載がある児に対して健診案内を発出する。 

・ 居住実態はあるが住民基本台帳に記載がない児（もしくは住民登録抹消

児）に対しても、健診案内を発出する。 

・ 健診当日に受診の有無を把握する。 

・ 受診しなかった児は、その時点では「未受診」とせず、再通知や再案内

を行うなど改めて受診の機会を設ける。 

・ 健診の受診再勧奨を実施する期間を【受診促し対応期間】と定義する。 

・ 【受診促し対応期間】を過ぎた時点で、未受診として次の段階に進む。 

・ 保護者へ連絡を行い、連絡が取れた場合は児の現認（※）を行う。連絡

が取れない場合は、関係機関や関係者（以下、「関係機関等」という。）の

情報があるか確認する。 

・ 関係機関等の情報がある場合は、児の現認を行い、現認ができたら養育

支援の必要性を判断し、必要な場合は養育支援を行う。 

・ 児の現認ができない場合や保護者と連絡がとれず、関係機関等の情報が

ない場合は、原則保健師による家庭訪問を行い、居住実態を把握する。 

・ 居住実態が把握できる場合は児の現認を行い、現認できたら養育支援の

必要性を判断し、必要な場合は養育支援を行う。 

・ 居住実態は把握できるが児の現認ができない場合や、居住実態が把握で

きない場合は、処遇検討会議で検討し、児童虐待担当課に協力要請をする

か通告を行うか組織的な判断を行う。 

・ 未受診と判断してから処遇検討会議にかけるまでの期間を【未受診把握

期間】と定義する。 

・ 処遇検討会議へかけるまでの期間は、当初の健診受診対象日から遅くと

も５か月以内（３～４か月児は２か月以内）とする。 

・ 児童虐待担当課において関係機関等の情報がある場合は、児の現認を行

い、現認ができたら養育支援の必要性を判断し、必要な場合は養育支援を

行う。 

・ 児の現認ができない場合は、居住実態の把握はすでに実施しているた

め、処遇検討会議で検討し、児童虐待担当課に協力要請をするか通告を行

うか組織的な判断を行う。児童虐待担当課への協力要請・通告等同様の流

れを行う。 

・ 児童虐待担当課でも関係機関等の情報がない場合等、子ども虐待の可能

性が高いと組織的に判断された時は、要保護児童対策地域協議会での検討

を要請する。 

＊児の転出確認については、全期間を通じて行う。 

 

（※）現認：保健師若しくは関係機関や関係者が目視により児を確認する

こと。  
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２．青森県の取組事例 

「市町村と児童相談所の機関連携対応方針：平成 30 年３月改訂」（抜粋） 

http://www.pref.aomori.lg.jp/life/family/kikan-renkei.html 

 

【健診未受診】 
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 １．問題把握・調査 

   市町村の保健師は、未受診の世帯に電話で連絡します。連絡がつか

ない場合などは訪問します。 

 

 ２．市町村内における情報の共有 

   市町村は関係各課で情報交換し、安否確認の対応を検討します。 

   市町村の保健師は、随時未受診世帯に電話で連絡を取りますが、そ

れでも安否を把握できない場合などは、再訪問することとします。 

 

 ３．市町村による再調査 

   市町村の保健師は、再訪問し、状況を把握します。会えない場合

は、『連絡がない場合は児童相談所に通報することも検討しなければ

ならない。私はそうしたくないので必ず連絡下さい』という趣旨のメ

モを残します。 

 

 ４．対応機関の連携 

   市町村の保健師は、メモを残しても連絡がない場合は、児童相談所

に連絡します。 

   児童相談所は、市町村の保健師に対し、次回の訪問の仕方について

助言します。 

 

 ５．市町村による３度目の調査 

   市町村の保健師は、３度目の訪問をします。会えない場合は、児童

相談所に通報します。 

 

 ６．児童相談所による調査 

   児童相談所が家庭訪問し、状況把握します。必要に応じて、市町村

も同行します。会えない場合は、安否確認ができないことから、保健

センター等に出頭要求します。 

 

 ７．対応機関による対応 

     出頭要求により、安否確認ができた場合は、以後は市町村が支援を

継続します。 

     出頭要求しても会えない場合には、立ち入り調査、再出頭要求など

の手順を検討します。 
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【事務処理マニュアル】 
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子発 0131 第７号 

令和２年１月 31日 

 

   都道府県知事 

各  指定都市市長  殿 

   中核市市長 

 

 

厚生労働省子ども家庭局長 

（公 印 省 略） 

 

  

母子保健施策を通じた児童虐待防止対策の推進について 

 

 

 児童虐待については、児童相談所への児童虐待相談対応件数が年々増加の一途をたど

っており、子どもの生命が奪われるなどの重大な事件も後を絶たないなど依然として深

刻な社会問題となっている。 

 母子保健施策を通じた児童虐待防止対策に関しても、平成 28 年の児童福祉法等の一

部改正において、母子保健施策が児童虐待の発生予防や早期発見に資するものであるこ

とを母子保健法（昭和 40 年法律第 141 号）に明記するとともに、「母子保健施策を通じ

た児童虐待防止対策の推進について」（平成 30 年７月 20 日付け子母発 0720 第１号厚生

労働省子ども家庭局母子保健課長通知）等において、乳幼児健康診査等の受診勧奨に応

じない又は反応がない場合には、児童福祉部門と連携して児童の状況確認に努めること

などを求めているところであるが、福岡県田川市で１歳男児が亡くなった事案を受け、

下記に掲げる取り組みについて改めてお願いする。 

 また、厚生労働省としても、今後、母子保健施策を通じた児童虐待防止対策等の先進

的な取組について調査研究を行い、好事例としてとりまとめ、全国の市町村への周知を

予定している。 

 都道府県におかれては、管内市町村（特別区を含む。）に対して周知いただきたい。 

 なお、本通知は、地方自治法（昭和 22年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規定に

基づく技術的助言である。 
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記 

 

１． 乳幼児健康診査未受診者等の発育状況等の適切な把握 

 市町村の母子保健担当部署は、乳幼児健康診査未受診者等への受診勧奨を継続

するとともに、身長や体重の推移が不明な乳幼児については、乳児家庭全戸訪問事

業等の保健福祉サービスの機会を通じて速やかに養育環境や発育状況等を確認す

ること。その際、当該家庭にきょうだいがいる場合は、きょうだい児の状況把握等

も行うこと。 

また、確認の結果、発育曲線の傾きの変化がいびつであるなど、養育不全の兆候

が疑われる場合には、虐待のおそれが想定されるため、速やかに虐待対応部署と連

携・情報共有すること。 

 市町村の母子保健担当部署が、発育の経過を把握するにあたっては、体重の増加

不良などの乳幼児期の気になる兆候を正確な計測と目視による確認により評価し、

その後の保健指導や支援に反映すること。 

 市町村の母子保健担当部署は、乳幼児健康診査未受診者等に対して、受診勧奨の

期間や受診勧奨に応じない場合の関係機関との連携・協力体制など具体的なフロ

ー図を作成するなど、組織として対応すること。 

 

２．要保護児童対策地域協議会におけるモニタリング体制の構築 

 合理的な理由なく乳幼児健康診査の受診勧奨に応じない家庭は、虐待のリスク

も高いと考えられることから、未受診の理由や背景が把握できない家庭に関して、

要保護児童対策地域協議会（以下「要対協」という。）において関係機関からの情

報を共有し、支援方針を協議する必要があるため、地域の関係機関の協力を得て養

育状況を把握するためのモニタリング体制を構築すること。 

 

 要対協では、モニタリングによる結果を踏まえ、事案の危険度や緊急度の判断、

主たる支援機関、関係機関の役割分担、支援方法などを適時適切に協議すること。 

 

３．市町村職員の専門性強化のための研修の実施 

 都道府県（指定都市及び中核市を含む。）は、市町村職員等を対象として、乳幼

児健康診査や妊婦健康診査の受診勧奨に応じない子どもとその家族への対応につ

いてのアセスメント力の向上等を図るため、母子保健施策を通じた児童虐待防止

対策に資する模擬事例を用いた演習等による研修を実施すること。 

また、この研修の実施に当たっては、虐待対応部署とともに母子保健担当部署も

含めて、支援に携わる職員が幅広く参加し、虐待に関する認識を深めること。 

 

 なお、実施に当たっては、児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業費補助金における

児童虐待防止対策研修事業（児童相談所及び市町村職員専門性強化事業）を活用さ

れたい。 
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【関係する通知等】 

 

１．母子保健施策を通じた乳幼児に対する虐待の予防及び早期発見 

 

○母子保健法（昭和40年法律第141号）（抄） 

 

（国及び地方公共団体の責務） 

第五条 国及び地方公共団体は、母性並びに乳児及び幼児の健康の保持及び増進に努

めなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、母性並びに乳児及び幼児の健康の保持及び増進に関する

施策を講ずるに当たつては、当該施策が乳児及び幼児に対する虐待の予防及び早期

発見に資するものであることに留意するとともに、その施策を通じて、前三条に規

定する母子保健の理念が具現されるように配慮しなければならない。 

 

○養育支援を特に必要とする家庭の把握及び支援の更なる徹底について（抄） 

（平成30年７月20日子家発0720第５号、子母発0720第３号厚生労働省子ども家庭局家

庭福祉課長、母子保健課長連名通知） 

 

１ 保健・福祉サービスや学校保健を受けていない家庭など虐待発生リスクが高い家

庭への対応 

乳幼児健康診査、予防接種などの保健・福祉サービスや、就学時の健康診断な

どの学校保健において、受診勧奨を行っても未受診であるなど合理的理由なく受

診しない子どもの家庭（兄弟姉妹が未受診の家庭も含む）については、虐待発生

のリスクが高く、支援について検討が必要な家庭と考えられる。このため、市区

町村の母子保健担当部署及び教育委員会においては、こうした家庭への対応に関

し、「養育支援を特に必要とする家庭の把握及び支援について」（平成24年11月

30日付け厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、母子保健課長連名通知）及

び「養育支援を特に必要とする家庭の把握及び支援の徹底について」（平成25年

6月11日付け厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、母子保健課長連名通知）

に基づく、児童虐待担当部署との情報共有、連携した支援について今一度点検・

確認を行い、万全の体制を構築するようお願いする。 

 

○母子保健施策を通じた児童虐待防止対策の推進について（通知）（抄） 

（平成30年７月20日子母発0720第１号厚生労働省子ども家庭局母子保健課長通知） 

 

２．妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援 

参 考 
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（１）母性、乳幼児の健康診査及び母子保健指導の実施 

母子保健法においては、都道府県及び市町村の役割として、母性等の保持及び

増進のため、妊娠・出産・子育てに関し、相談に応じ、個別的又は集団的に必要

な指導及び助言等を行い、知識の普及に努めることとされている。 

また、市町村は妊産婦若しくは その配偶者等に対して、妊娠・出産・子育てに

関し、必要な保健指導等を行うこととされている。これらの実施にあたっては、

母子の心身の健康を 共に 保持増進させることを基本として支援を行う必要が

あり、健康診査及び保健指導に当たっては、これを踏まえつつ、対象者の特徴並

びにその家庭及び地域社会の諸条件に留意の上行うよう配慮すべきである。 

また、近年の児童虐待に関する問題の深刻化に伴い、母子保健担当部門は児童

虐待担当部門等と協力のもと、母子保健活動や地域の医療機関等との連携を通じ

て、妊産婦及び親子の健康問題、家族の状況に係る問題等に関連した虐待発生の

ハイリスク要因を見逃さないよう努め、こうした要因がある場合、保健師の家庭

訪問等による積極的な支援を実施すること。 

 

３．養育支援を必要とする家庭の把握及び支援 

（２）乳幼児健康診査、予防接種を受けていない家庭等への支援 

乳幼児健康診査、予防接種や新生児訪問は、子どもの健康状態や母親等の育児

の悩み等について確認できる機会であることから、これらの機会を積極的に活用

して、子どもや家庭の状況の把握に努めること。 

また、乳幼児健康診査等を受けていない家庭に対しては、電話、文書、家庭訪

問等により、受診等に結びつけるよう努めること。受診等の勧奨に対し、拒否す

る又は反応のない場合等には、市町村の児童福祉担当部門と母子保健担当部門が

連携して、関係機関から情報を集め、安全確認等の必要性について検討し、必要

な場合には、児童の状況の確認に努めること。 

また、児童の状況が確認できない場合や、必要な支援について検討すべきと思

われる場合には、要対協へのケース登録を行うなど、児童相談所や関係機関と連

携して対応すること。なお、保育所等に所属していない乳幼児の場合には、特に

留意し早期に対応する必要がある。 

更に、転入家庭が未受診等である場合には、前居住地の市町村から転居前の家

庭の状況や過去の受診状況等を確認した上で、継続的な支援の必要性を検討する

こと。他方、未受診等の家庭が対応中に転居したことを把握した場合には、転居

先の市町村へ情報提供し、継続した支援を依頼すること。なお、本通知とは別途、

「養育支援を特に必要とする家庭の把握及び支援の更なる徹底について」（平成

30年７月20日付け厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課長、母子保健課長）も発出

されているところであり、未受診の家庭等への対応については万全を期すこと。 
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○乳幼児健康診査未受診者等に対する取組事例等の周知について（抄） 

（令和元年８月１日付け子母発0801第１号厚生労働省子ども家庭局母子保健課長通

知） 

 

別添 乳幼児健康診査未受診者等に対する取組事例等  

 第１ 調査研究等を踏まえた取組のポイント 

  1．未受診者への対応 

   ①対応方針の策定 

    ○未受診者に対する受診勧奨の期限、間隔、手法を事前に定め、把握期限を

設定する。 

    ○その際、子どもに会えない、家庭訪問ができないなど、情報を把握できな

い場合を想定した対応方針や、要保護児童対策地域協議会に情報を提供す

るタイミング、期限を含め、事前に対応方針を決めておく。 

 

○養育支援を特に必要とする家庭の把握及び支援について（抄） 

（平成24年11月30日付け雇児総発第1130第１号、雇児母発1130第１号厚生労働省雇用

均等・児童家庭局総務課長、母子保健課長連名通知） 

 

２ 養育支援の把握及び情報収集 

乳幼児等を対象とする保健・福祉サービス（乳幼児健康診査、予防接種、乳児家

庭全戸訪問事業など）は、児童の健康状態や母親等の育児の悩み等について確認し、

必要な支援につなげる貴重な機会であって、児童が健やかに成長するために欠かせ

ないものである。また、これらを受けていない家庭では、受けている家庭よりも虐

待発生のリスクが高いものと考えられる。 

このため、市区町村は、これらの未受診等の家庭（兄弟姉妹を含む。）の状況を

把握し、勧奨により適切な受診等に結びつけるとともに、これらの保健・福祉サー

ビスの提供を通じて、その後の支援について検討するために必要な情報を得ること

が必要である。 

その上で、支援に関して検討を要する家庭については、要保護児童対策地域協議

会において関係機関で情報を共有し、支援の必要性や支援方針を協議する必要があ

る。（以下略） 

 

○子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第15次報告）（抄） 

（令和元年８月 社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専

門委員会） 
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２ 課題と提言 

（１）地方公共団体への提言 

   ①虐待の発生予防及び早期発見 

    イ 乳幼児健診未受診等の家庭の把握と支援の調整 

（前略） 

乳幼児健診や予防接種、新生児訪問、乳児家庭全戸訪問事業等は、子ども

や母親等の心身の健康を確認したり、育児の悩みを相談したりする機会であ

り、そのような機会のない家庭は、育児支援が十分に届いていない可能性も

ある。 

市町村の母子保健担当部署は、受診の勧奨に応じない未受診等の家庭に対

しては、家庭訪問の実施とともに、市町村の児童福祉担当部署等と連携し、

関係機関から情報収集を行うことにより、子どもの状況を把握する必要があ

る。その際、当該家庭にきょうだいがいる場合は、きょうだい児の状況把握

等も必要である。（以下略） 

 

２．発育状況等の適切な把握 

 

○子ども虐待対応の手引き（抄） 

（平成 11年 3月 29 日付け児企第 11 号厚生省児童家庭局企画課長通知） 

 

第６章 診断・判定及び援助方針の決定をどのように行うか 

１． 各種診断はどのように行うか 

（１） 社会診断 

(i)成長曲線・乳児の身長体重曲線・身体発育曲線 

虐待を疑っている子どもの発育曲線の体重や身長の推移を把握すること

は必須である。体重や身長の曲線の傾きの変化は虐待の重要な所見となり得

る。 

 

参考資料 

２． 調査において有用な身体医学的知識 

（１） 発育や発達の障害 

基礎疾患のない低身長・低体重といった乳幼児の発育障害は Non-organic 

Failure to Thrive(NOFTT) と呼ばれ、虐待と考えるべきものである。適切な

栄養を与えていない場合もあれば、親子関係の問題から子どもが望む形で栄養

を与えることができずに成長障害となることもある。また、恐怖が続いて子ど

もが食事を拒否することも稀にある。成長曲線が正常な曲線からかい離してい
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き、入院や施設入所によりキャッチアップすることが多い。NOFTT は身体的虐

待を合併してくることも多く、リスクが高い虐待の形と考える必要がある。ま

た、年長児では低身長となることが多い。 

（以下略） 

 

○乳幼児健康診査身体診察マニュアル （抄） 

（平成30年３月、平成29年度子ども・子育て支援推進調査研究事業「乳幼児健康診

査のための「保健指導マニュアル（仮称）」及び「身体診察マニュアル（仮称）」

作成に関する調査研究） 

 

第２章 乳幼児健康診査 

  第３節 １か月児健康診査（新生児の診かた) 

17．その他の異常（児童虐待など） 

１）所見の取り方 

身体の視診にて傷跡、打撲痕、出血斑、やけど痕などに留意する。とくに

目立たない臀部や大腿内側に注意し、皮膚の汚れの有無にも留意する。 

２）判定と対応 

複数の傷や傷跡があったり、皮膚の汚れが目立ったりする場合、体重増加

不良を伴うなどの場合には育児支援の必要度が高いと判定する。母子保健行

政担当者と相談の上、子ども家庭相談センター等へ連絡する。 

※１歳６か月児健康診査までは、ほぼ同様の記載あり 

 

○標準的な乳幼児期の健康診査と保健指導に関する手引き～「健やか親子21（第2次）」

の達成に向けて～」（抄） 

（平成27年３月、平成26年度厚生労働科学研究費補助金 乳幼児健康診査の実施と

評価ならびに多職種連携による母子保健指導のあり方に関する研究） 

 

第４章 健康診査の実施 

４．４ 発育と発達の評価 

   １）発育評価 

    （２）発育評価の判定項目の例示 

判定区分を標準化する際の考え方を例示する。 

①パーセンタイル区分  

身長、体重、頭囲、胸囲の判定は、乳幼児身体発育曲線を用いて、パ

ーセンタイル値で判定する。早期産児の場合は、修正月齢を用いて判定

する。修正月齢は、出産予定日で修正した月齢であり、出生体重や在胎

-658-



週数により修正月齢で判断する期間が異なる。（略） 

個々の値を母子健康手帳の乳幼児身体発育曲線にプロットして発育

曲線を作成する。それぞれの増加割合が身体発育曲線のカーブに沿って

いるか確認し、身体発育不良など発育状況の判定に用いる。（以下略） 

 

３．要対協におけるモニタリング体制の構築 

 

○子ども虐待対応の手引き（抄） 

（平成 11年 3月 29 日付け児企第 11 号厚生省児童家庭局企画課長通知） 

 

第１４章 虐待重大事例に学ぶ 

２．虐待対応上の主なポイント 

（２） 乳幼児期における予防的支援 

② 家庭の養育能力が低い、必要な健診を受けさせていないなどの要支援ケ

ースは、放置すると深刻な虐待につながるおそれがある。このため、養育

状況の把握（モニタリング）や時宜に適ったリスクアセスメント、さらに

母子保健事業や養育支援訪問事業等も活用した積極的な支援が必要であ

る。また、要支援児童として要保護児童対策地域協議会を活用するなど、

モニタリング体制の構築や関係機関間の情報共有、様々な地域資源を活用

した支援のあり方を検討することが重要である。 

 

○養育支援を特に必要とする家庭の把握及び支援について（抄） 

（平成 24年 11 月 30 日付け雇児総発 1130 第１号雇児母発 1130 第１号厚生労働省雇

用均等・児童家庭局総務課長、母子保健課長通知） 

 

２ 要支援児童の把握及び情報収集 

乳幼児等を対象とする保健・福祉サービス（乳幼児健康診査、予防接種、乳児家

庭全戸訪問事業など）は、児童の健康状態や母親等の育児の悩み等について確認し、

必要な支援につなげる貴重な機会であって、児童が健やかに成長するために欠かせ

ないものである。また、これらを受けていない家庭では、受けている家庭よりも虐

待発生のリスクが高いものと考えられる。 

このため、市区町村は、これらの未受診等の家庭（兄弟姉妹を含む。）の状況を

把握し、勧奨により適切な受診等に結びつけるとともに、これらの保健・福祉サー

ビスの提供を通じて、その後の支援について検討するために必要な情報を得ること

が必要である。 
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その上で、支援に関して検討を要する家庭については、要保護児童対策地域協議

会において関係機関で情報を共有し、支援の必要性や支援方針を協議する必要があ

る。 

特に、家庭訪問等による勧奨にもかかわらず、合理的な理由なくこれらを受けな

い家庭や、必要な調査を行っても居住実態が把握できない家庭は、虐待発生のリス

クが高い家庭として位置づけ、必要に応じ、児童相談所と対応や支援について相談・

情報共有を行うなど児童相談所と連携して対応する必要がある。 

 

○要保護児童対策地域協議会設置・運営指針について（抄） 

（平成17年２月25日付け雇児発第0225001号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通

知） 

 

第３章 要保護児童対策地域協議会の機能 

（１）業務内容 

② 実務者会議 

・ 実務者会議は、実際に活動する実務者から構成される会議であり、会議におけ

る協議事項としては例えば次のようなものが考えられる。 

ア  すべてのケースについて定期的な状況のフォロー、主担当機関の確認、

支援方針の見直し等 

イ 定例的な情報交換や、個別ケース検討会議で課題となった点の更なる検

討 

ウ 支援対象児童等の実態把握や、支援を行っているケースの総合的な把握 

エ 要保護児童対策を推進するための啓発活動 

オ 地域協議会の年間活動方針の策定、代表者会議への報告 

 

・ また、子ども虐待への対応は、多数の関係機関が関与し、児童相談所と市町村

の間の役割分担が曖昧になるおそれもあるため、市町村内におけるすべての虐待

ケースに関して地域協議会において絶えず、ケースの主担当機関及び主たる支援

機関をフォローし、ケースの進行管理を進めていくことが必要である。こうした

観点から地域協議会の調整機関において、全ケースについて進行管理台帳（別添

１参照）を作成し、実務者会議等の場において、定期的に（例えば、３か月に１

度）、状況確認、主担当機関の確認、支援方針の見直し等を行うことが適当であ

る。 

○主担当機関 ：児童相談所又は市町村のうち、全体の進行管理の責任主体として

の機関を指す。 

○主たる支援機関：支援対象児童等に対して、必要な支援を主に行う機関を指す。 
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③ 個別ケース検討会議 

・ 個別の支援対象児童等について、直接関わりを有している担当者や今後関わ

りを有する可能性がある関係機関等の担当者により、当該支援対象児童等に

対する具体的な支援の内容等を検討するために適時開催される。その対象

は、当然のことながら、虐待を受けた子どもに限られるものではない。 

・ （中略） 

・ 個別ケース検討会議においては、関係機関が対応している事例についての危

険度や緊急度の判断、支援対象児童等に対する具体的な支援の内容について

検討を行うことが適当であり、子どもの権利を守るための支援方針や支援の

内容を具体的に実施していくための支援計画を作成するために、可能な限り

子ども、保護者及び妊婦の意見や参加を求め、保護者に左右されずに子ども

の意見を聞く配慮が必要である。 

（中略） 

 

・ 会議における協議事項としては次のようなものが考えられる。 

ア 関係機関が現に対応している虐待事例についての危険度や緊急度の判断 

イ 要保護児童の状況の把握や問題点の確認 

ウ 支援の経過報告及びその評価、新たな情報の共有 

エ 支援方針の確立と役割分担の決定及びその認識の共有 

オ ケースの主担当機関と主たる支援機関の決定 

カ 実際の支援、支援方法、支援スケジュール（支援計画）の検討 

キ 次回会議（評価及び検討）の確認 
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